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関西大学における障がい学生支援の取り組み
～学生支援スタッフの活動が大学に与える影響～
藤　原　隆　宏
はじめに
　関西大学では2013年 4 月に「学生相談・支援センター」を設置し、障が
い1）のある学生の修学を支援する体制を整えてきた。2016年 4 月には「障
害を理由とする差別の解消の推進に関する法律」（障害者差別解消法）が施
行され、私立大学においても不当な差別的取り扱いの禁止が義務となり、
合理的配慮の提供は努力義務となった。
　合理的配慮については、障害者差別解消法において「障害者から現に社
会的障壁の除去を必要としている旨の意思の表明があった場合において」
行うものと規定している。また、「社会的障壁の除去の実施についての必要
かつ合理的な配慮を的確に行うため、自ら設置する施設の構造の改善及び
設備の整備、関係職員に対する研修その他の必要な環境の整備に努めなけ
ればならない」と、積極的改善措置を求める内容ともなっている。
　この障害者差別解消法の施行を見据え、本学では「障がいのある学生に
対する修学支援基本方針」（基本方針）及び「同　ガイドライン」を策定
した。基本方針では、「教育における多様性を尊重し、すべての学びと成長
のため、学生が互いにサポートしあえる環境づくり」を掲げており、この
方針に基づいて学生支援スタッフ2）が障がい学生支援に従事し、役割を果
たしている。
　このように、大学に対しては、障がいのある学生に対し不当な差別的取
り扱いを禁じるとともに合理的配慮の提供を求め、大学はそれに応じて情
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報保障をはじめとする合理的配慮の提供を行う環境を整えている。またそ
の実施にあたっては、学生の力を借りて行っている。
　ところで、合理的配慮の提供は大学に課されているものである。後に詳
しく述べるが、ノートテイクやパソコンテイクなどの情報保障を学生のス
タッフを募って支援するという方法は、本学のみならず、多くの大学で取
り入れられている。その際、学生が行う修学支援の活動は、合理的配慮と
して適当なのか、という点についてはあまり議論されていない。本学の状
況においていえば、学生支援スタッフは雇用された立場であり、学生相談・
支援センターの指示に従って活動し、その対価として給与を支給する。そ
の意味では学生支援スタッフの活動は大学に責任があり、合理的配慮の提
供者と位置づけられることに異論は無い。しかし、学生支援スタッフでな
ければ合理的配慮を提供できないとしたら、それは大学としての合理的配
慮の提供を学生支援スタッフに責任転嫁しているとはいえないか。例えば、
学生支援スタッフの調整がつかないため、合理的配慮としての情報保障が
できないという理由は、正当な理由となりえるのか、といった点について
である。
　しかし、そのことによって学生が合理的配慮の一部を担うことを否定す
るものではない。むしろ学生が障がい学生支援に従事することは意味のあ
ることだと考える。それは、いわば教育機関ならではの発想かもしれない。
仮にそうであったとしても、学生が大学というコミュニティで、障がい学
生支援にかかわることによる効果や影響は大きいと考える。
　実は大学における、他の学生が障がい学生と関わることによる相互の変
化や影響についての先行研究や実践報告は、あまり見受けられない。
　その中において、村田らは、韓国における障害学生と非障害学生の日常
的な関わり3）の調査から、相互の学びについて言及している。「障害学生と
非障害学生が出会い、共に時間を過ごし、日常的な関わりを持つこと」は
「『学生生活を送る上での障害者の不便や困難』という課題への、即ち、障
害の問題に関わる社会的実践への参加を意味する」という。それは「そこ
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で出会う者どうしの関わりにおいて、障害について、障害があるというこ
とについて、あるいは障害者の状況など相互の接触を通じて知り、感じ、
考える状況に置かれることが予測されるから」であり、「障害学生と非障害
学生の様々な関わりが生まれ、日常の中にごく自然に組み込まれたり、あ
るいは特別な時間として位置づけられたりしながら、自身にとって何らか
の意味を持つ場として存在することになる」と述べている。
　さらに、「さまざまな生活場面において障害学生と非障害学生との間に生
起する継続的なコミュニケーションを伴う経験」を「接触経験」と呼び、
「（接触経験により）障害学生と非障害学生の様々なレベルでの相互作用が
必然的に起きる。挨拶や目が合うといった自然で日常的な行為、同じ瞬間
に同じものを見たり聞いたり、あるいは感じたりして、それを共有するよ
うな場面や、意識的あるいは無意識に相手の困難を手助けして支援する行
為といった状況が、日常的な場面の中で積み重なっていく」「（接触経験は）
障害学生と非障害学生との関係に相互に影響し、自身が変化したと感じる
『学び』の契機をもたらしている」「学内で日常的に障害学生と非障害学生
が接触する環境そのものが、多くの学生が変化したと感じる契機となって
いる」と述べている（村田ら2015：31－32,41）。
　本学においても、障がい学生支援をとおして、障がいのある学生及び学
生支援スタッフに何らかの変化が生じ、相互に影響を与えていると考える。
では、障がい学生支援の活動は、具体的に関わるものにどのような変化を
生じさせ、大学にとってどのような影響を与えているのだろうか。
　本稿は、2016年11月18日に開催された関大防災Day公開講座における
報告を元にまとめたものである。本学における身体障がい学生支援の取り
組みについて、そこに関わるものにとってどのような影響があり、意味をも
つのかについて、学生の語りやアンケートなどから検証を行った。また公
開講座の主旨から、災害時要援護支援及び防災の観点からの報告内容にも
言及した。さらに、これらを踏まえ、障がい学生支援が大学にとってどの
ような意味をもつのかについて考察し、最後に現状の課題をあげておいた。
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　なお、文中に学生相談・支援センターが実施したアンケートの一部を引
用している。これについては集計結果報告書から引用し、個人が特定され
ないように配慮した。
1　関西大学における障がい学生支援
1.1　身体障がい学生の把握状況
　本学における身体に障がいのある学生の把握状況は、学生相談・支援セ
ンターが開設された2013年度末で29人であったものが、2016年度末で44
人に増加した。（表 1）
　2016年度末の把握学生の内訳は、視覚障がい学生 3人、聴覚・言語障が
い学生10人、肢体不自由学生17人、病弱・虚弱 8人、その他 6人となって
いる。（表 2）
　身体障がい学生は全体的に増加しているが、特に最近の傾向として肢体
不自由学生の入学が多くなっており、車いすを利用する学生の入学が増加
している。
表 1　把握学生数の推移
年　　度 2013 2014 2015 2016
身体 29 38 35 44
精神・神経発達 35 75 126 212
計 64 113 161 256
表 2　身体障がい学生の把握状況
障がい種別 人　数
視覚障がい 3人
聴覚・言語障がい 10人
肢体不自由 17人
病弱・虚弱 8人
その他 6人
合　　計 44人
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1.2　合理的配慮の具体的内容と担い手
　障害者の権利に関する条約（第 2条）によると、合理的配慮とは「障害
者が他の者との平等を基礎として全ての人権及び基本的自由を享有し、又
は行使することを確保するための必要かつ適当な変更及び調整であって、
特定の場合において必要とされるものであり、かつ、均衡を失した又は過
度の負担を課さないもの」となっている。
　本学でも、基本的にこの考え方に則り、個別の状況に応じた変更・調整
を行い、合理的配慮の提供に努めている。この合理的配慮の提供は大学が
行うのであるが、“大学” といっても個々の場面では、多様な主体が実施者
となっているのが現状である。現在本学で行っている合理的配慮を具体的
場面において「誰が行っているか」に着目して分類すると、次の 3つに整
理できる。
　一つ目が、大学の各部署や組織・機関が行う変更や調整である。具体的
には、肢体不自由学生が受講する教室の変更や専用机の設置、自動車通学
の許可、駐車スペースの確保、休憩室の確保、多目的トイレの設備改善な
どである。それぞれ教務センター、授業支援ステーション、総務課、学部
オフィス、施設課、管財課などが担っている。
　二つ目が、教員が個別に行っている配慮である。聴覚障がい学生が受講
する授業で板書を多用する、事前に資料を配付するといったものや、リス
ニングの授業において別の課題を与えるといった内容のほか、視覚障がい
学生が受講する授業で資料を事前にデータで提供するといった配慮などが
あげられる。他にも専用の支援機器等の使用を許可するといったケースも
ある。
　そして三つ目が、学生支援スタッフ等がサポートするものである。学生
支援スタッフが行うノートテイク・パソコンテイク、代筆、点訳、テキス
トデータ化、字幕付けといった活動のほか、手話通訳者の配置などがこれ
にあたる。
　以上のように、合理的配慮はそれぞれの障がいのある学生に身近に接す
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る機関・部署や教員が行っている。そしてこれらのコーディネートを担っ
ているのが学生相談・支援センターである。一つ目の関係部署等が行う合
理的配慮に関しては、障がいのある学生のニーズと社会的障壁とを把握し、
建設的対話を行いながら必要な調整・変更を関係機関に働きかけている。
二つ目の教員に対しては、障がいのある学生の学びにおける障壁とそれに
対する希望、その授業の進め方や到達目標などをすり合わせながら、具体
的な配慮内容を調整し依頼する。そして三つ目の人的サポートについては、
支援者の養成・派遣等の役割を担っている。
　このように大学が行う合理的配慮といっても、細かく見ていくとさまざ
まな機関や人が関わっている。その中で、学生支援スタッフが行う障がい
学生支援の活動は、大学が提供する合理的配慮の一部に位置づけられる。
2　学生支援スタッフの活動と大学における役割
　先にみてきたように、合理的配慮の実施においては、学内各部署・機関
や教員など、さまざまな主体や機関が行っている。そしてその中に、学生
支援スタッフが行う情報保障を中心とした活動が位置づけられる。この学
生支援スタッフが担っている部分についていうと、必ずしも学生が行わな
ければならないものではなく、例えば学外の要約筆記者や手話通訳者に依
頼して行うことも可能である。場合によっては、その方が適切な支援がで
きることもあるかもしれない。現実に試験における面接などでは、学外の
要約筆記者に支援を依頼することもある。
　しかし実際には基本方針に「学生が互いにサポートしあえる環境づくり」
を掲げ、学生支援スタッフによる障がい学生支援の活動を重視し、その養
成（研修）や派遣調整などに少なからず労力と予算を投入している。
　この点について、鳥山は、「大学の障害学生支援においては、障害学生と
の共学が周りの学生を育てるという視点をもつことが大切である。障害学
生支援は、少数の障害学生だけのための活動ではなく、すべての学生にと
関西大学における障がい学生支援の取り組み
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って教育的な価値がある活動であるという位置付けである。（略）障害のあ
る人と喜びや悲しみをともにする中で、周りの学生は多くのことを学ぶ。
このことは共生社会の担い手を育てる重要な活動である。障害のある人を
一人の人間として理解する人が増えることは、障害のある人の社会参加に
とっても大きな力になる」と述べている（鳥山 2011：11－12）。
　ここでは、本学の実践から、大学において学生支援スタッフが障がい学
生支援に従事することにどのような意義があるのか、もう少し具体的に整
理しておきたい。
2.1　学生による障がい学生支援の現状
　すでに述べたとおり、学生支援スタッフが行う修学支援の活動は、大学
が行う合理的配慮の一部ではあるが、全てではない。また学生支援スタッ
フでなければならない理由はなく、外部機関等他の支援者が行うこともで
きる。
　日本学生支援機構の「平成28年度（2016年度）大学、短期大学及び高等
専門学校における障害のある学生の修学支援に関する実態調査結果報告書」
によると、全国で障がいのある学生が在籍する大学は667校あり、そのう
ち支援障がい学生4）が在籍する大学は607校になっている。一方で、障がい
のある学生の修学支援について、学生が支援に従事していると見られる（本
調査では、「支援学生在籍校」）大学は261校であり、支援障がい学生在籍
校に対する比率は43％と全体の半数以下である。これを短期大学及び高等
専門学校を含む学校全体でみると、障がい学生が在籍する学校は898校、そ
のうち支援障がい学生が在籍する学校が782校、さらにその中で支援学生
が在籍する学校が291校となっており、障がい学生が在籍する学校に対す
る支援学生在籍校は37.2％とさらに低い割合となっている。また、これら
の支援学生在籍校には、学生の自主的な活動も含まれており、学校が学生
による支援活動の運営に関与している割合や、学生が有償で（大学に雇用
される形で）行っている学校の割合はさらに低い。
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　このように、大学における合理的配慮においては、必ずしも学生が障が
いのある学生を支援する体制をとっているというわけではない。
2.2　学生支援スタッフの活動がもたらすもの
　本学において学生支援スタッフに登録しようと思ったきっかけとして、
「障がい者支援に興味があったから」という回答と同じ割合で、「学内でで
きるアルバイトだから」という学生が多い。「学内でできるアルバイト」と
いうことが、活動への入りやすさになっていると考えられる。そしてそれ
は、「多くの学生に障がい学生支援に関わって欲しい」という大学の願いに
もつながるところである。
表 3　大学等における支援学生組織状況
学校※1全体 大学※2
学校数※3 1171 778
障がい学生が在籍する大学等の数 898 667
在籍率 76.7％ 83.1％
支援障がい学生※4が在籍する大学等の数 782 607
障がい学生在籍大学数に対する比率 87.1％ 91.0％
支援学生在籍校数 291 261
支援障がい学生在籍大学に対する比率 37.2％ 43.0％
うち学校が運営する組織 211 187
支援障がい学生在籍大学に対する比率 27.0％ 30.8％
うち有償 180 163
支援障がい学生在籍大学に対する比率 23.0％ 26.9％
　※ 1　大学、短期大学及び高等専門学校
　※ 2　大学院、大学院大学及び専攻科を含む
　※ 3　調査に回答した学校数。ちなみに平成28年度本調査の回収率は100％となっ
ている。
　※ 4　学校に支援の申し出があり、それに対して学校が何らかの支援を行っている
（平成28年度の予定を含む）学生
「平成28年度（2016年度）大学、短期大学及び高等専門学校における障害のある学生の修学
支援に関する実態調査結果報告書」平成29年 3 月，日本学生支援機構から筆者作成
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　大学においては、同じ大学でともに学ぶ学生が障がいのある学生を支援
することは「教育機関としての」意味があるという。では具体的にどのよ
うな意味を見出すことができるのだろうか。ここでは学生支援スタッフの
サポート活動を利用してきた障がいのある学生や、実際に学生支援スタッ
フとして活動した学生の声などから、その意味を以下の 3点に整理した。
　一つ目に「同じ学生が支援活動をすることにより、障がいのある学生が
支援者と対等な関係を築きやすい」という点がある。
　本学に入学してくる障がいのある学生の多くは、普通学校から入学して
くる。高校までは本人不在で支援内容が決定されることも多く、本人が主
体となって支援を希望し必要な支援を受けるという経験を経た学生が予想
以上に少ない。現場の教員と保護者の間で配慮内容が決められているケー
スも多く、そうした経験において障がいのある学生が客体化され、結果と
して周りの学生とは「してあげる」「してもらう」の関係に陥りやすいと考
えられる。
　以下に紹介するのは、本学を卒業した障がいのある学生の語りである。
　（高校まで）私の場合、どうしても『やってあげる』『やってもらう』
の関係にしかならなくて、そういう意味では本当に一緒にいるから楽
しいっていう友だちがなかなかできなくて、大学に来て世界が広がっ
たっていうのは、それが大きく変わったところかなっていうのがあり
ます。いつも『やってあげる』『やってもらう』関係みたいにしかなら
なかったっていうことでいうと、本当に、他の人たちと同じようにで
きることが対等に付き合うための条件だと思っていた節がある。でも、
必ずしもそうじゃないんだっていうことが分かる迄っていうのが、ま
ぁ、なかなか厳しいですよね。（学生支援スタッフには）同席とか卒論
の文献探してもらったり、校正とか手伝っていただいたりっていう人
たちに関しては、直接いろいろ話す機会とかもあって、卒論なんかは
3時間ぶっ通しでやってましたけど、そんな中でも、たわいない話も
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したりしたし、相談してましたし、ずいぶん真剣な話もしたりしてて、
何かスタッフ以上の関係みたいなところもありました。
 （関西大学学生相談・支援センター 2016：3 －5,16）
　これは障がいのある学生が卒業時に報告してくれた内容であるが、この
報告では、大学においては高校までと違い「やってあげる」「やってもら
う」の関係を超えた、対応な関係性を築くことができていることがわかる。
またそこには障がいのある学生が、「健常者と同じようにできることが対等
に付き合うための条件だ」という考えに縛られていたものが、必要な支援
を活用しながら大学生活をおくることを通して「やってあげる」「やっても
らう」関係を超えた、対応な関係を構築していることがうかがえる。その
要因としては、周りの学生の好意のみに頼るのではなく、学生支援スタッ
フには必要な研修を課し、報酬を支払うことで、対等な関係を築きやすい
ということがあると考えられる。
　次に、「障がいのある学生が、自ら希望する支援を獲得するため、支援者
に働きかける取り組みが行いやすく、障がいのある学生のエンパワメント
につながりやすい」という点があげられる。
　次に紹介するのも、本学を卒業した聴覚障がい学生の語りである。
　サポートはすぐに利用しようと思ったわけではなくて、サポートを
利用すると決めるまで結構ハードルが高かったなと、今では思います。
どうしても聞き取れない授業についてのみノートテイクをお願いする
ようになりました。そのなかで、ものすごくしゃべる先生がいらっし
ゃったので、ノートテイクでは追いつかないということがありました。
そういったことがあったんですけどパソコンテイクの利用になかなか
踏み切れずにいました。なぜなかなか踏み切れなかったかというと、
やはりパソコンテイクが目立ちそうで、何かそれがいやだなって思っ
ていたことと、授業の内容が専門的だったのでその点大丈夫なのかな
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ということ、あとはノートテイクと比べて実際に情報量がどのくらい
増えるのかということを懸念していたということが理由になります。
実際にパソコンテイクを利用している先輩、2人の方と話す機会を設
けていただいて、それから一回やってみようかというふうになりまし
た。実際にパソコンテイクを利用してみて、普段みんなが聞き取って
いる情報量の多さにすごく驚いて、また自分が聞き取れている情報量
がみんなの 5割あるかないかくらいなんだということを知って、結構
ショックを受けました。そういうことがあって、それからテイクを積
極的に利用するようになって、今までだったら聞こえなかったらあき
らめていた授業の内容を理解することができるようになって、すごく
うれしかったです。私自身サポートを利用するようになってからの変
化としては、スタッフが頑張っているのを感じるので、自分もちゃん
としていい成績をとらないといけないという、いいプレッシャーにな
りました。また今までだったら全部自分で何とかしないといけないと
思っていたのですが、どうしても自分で無理なものは周りに助けても
らえればいいんじゃないのかなと思えるようになったのは、いい方向
かなと思います。
 （関西大学学生相談・支援センター 2015：10－11）
　ここでは、障がいのある学生が、修学支援の制度を利用するプロセスを
経る中で、他者に頼る力を身につけていく様子がうかがえる。障がいのあ
る学生に、大学時代に身につけて欲しい力として「周りに必要な支援を依
頼する力」と「必要な支援を組み立てる力」があると考える。この学生は、
障がい学生支援の制度を利用することで、「無理なものは周りに助けてもら
えばいいんだ」と意識が変革されていることがわかる。そして、具体的な
支援を選択しながら活用することで、「どのような場面で」「どのような支
援を」受けることが自分にとって適切なのかを、経験的に身につけている。
これはまさに、高等教育機関である大学の修学支援が期待する効果だとい
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える。
　そして三点目に「障がいのある学生と、身近に、日常的に接することに
より、障がいのある学生がともに学ぶことの “あたりまえさ” に気づくと
ともに、そのために必要な支援や環境整備について関心をもつようになる」
という点がある。
　学生相談・支援センターでは学生支援スタッフに対し、学期末ごとにア
ンケートを実施している。アンケートの回答には障がいのある学生と関わ
ることによる変化が見受けられるものがある。例えば、「障がいのある学生
とあまりかかわりのなかったころには遠い存在に感じていたが、今ではと
ても身近に感じられるようになった」「障がいを持っていたとしても私たち
と何も変わらないのだと感じるようになった」といった記述があった。こ
れらは、活動を通じて障がいのある学生を身近に感じるようになるととも
に、漠然と「障がい者」というイメージでとらえていたものが、具体的な
ある個人を思い浮かべることができるようになるという変化でもある。
　また、「（聴覚障がい学生の支援をして）音の聞こえない世界がどのよう
なものか考えるようになった」「障がいのある学生は、少し手助けが必要で
あるだけで後は何も違わないと感じた」といった記述からは、障がいの捕
らえ方の変化や、共感を伴った障がい理解を感じることができる。
　さらに、「自分が知らなかっただけで、たくさんの支援を必要とする学生
が同じ場所で学んでいるのだと知った」「障がいを持つ学生にとって、学内
にはどのような困難があるかを感じるようになった」「障がいのある人もな
い人と同等に学ぶことのできる環境づくりが必要だと感じるようになった」
といった記述からは、障がいの問題を自分のこととして捉え、周りの環境
に目を向けるようになっていく様子がうかがえる。
　このように学生支援スタッフは、障がい学生支援に従事することを通し
て、そこに「現に存在する」障がいのある学生と接し、その障がいのある
学生の修学における社会的障壁が何なのかを知り、それに対する必要な支
援のスキルを身につけていく。そうした経験の中から、障がいのある学生
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が大学で学ぶために、大学にはどのような障壁があるのかということに思
いを及ぼし、そこで自分は何ができるのか、ということを考えるようにな
っていくという変化が生じているのである。
　以上述べたように、障がいのある学生が他の学生と対等な関係を築き、
障がいのある学生が学生支援スタッフに具体的支援を働きかけることによ
って自らがエンパワメントされる。また学生支援スタッフにとっても、障
がい学生支援の活動がさまざまな気づきや学びの機会となっている。つま
り学生支援スタッフによる障がい学生支援の活動とは、合理的配慮の一部
としての活動に留まらず、大学の共生教育において重要な役割を果たして
いることがわかる。
3　障がい学生支援と防災
　前項では、障がい学生支援が「ともに学ぶ大学」において、重要な役割
を果たしていることが明らかになった。またそこに関わる学生たちは、障
がい学生支援の活動を通してさまざまな気づきや学びを得ていることもわ
かった。
　これらの活動における気づきや学びは、災害時に大きな力になると考え
られる。災害時には普段のつながりや活動が生きてくるといわれる。2016
年11月18日に開催した公開講座のタイトルも「備えあれば憂いなし」であ
り、まさに日々の備えや活動の積み重ねが災害時に重要であるということ
を示している。
　学生相談・支援センターにおける防災の取り組みとしては、学生支援ス
タッフの活動マニュアルに「災害発生時の対応」を盛り込み、学生支援ス
タッフを対象にした全体研修・業務説明会の際に全員に周知している。さ
らに大学が毎年行っている「関大防災Day」と連携した取り組みを行って
いる。
　ここでは、関大防災Dayと連携した取り組みについて紹介する。
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3.1　障がいのある学生と関大防災Day
　関大防災Dayは、年 1回開催している関西大学独自の防災啓発行事であ
り、2016年が 7回目の開催である。近隣住民も多数参加し、自主避難訓練
をはじめ講演会や各種訓練などの防災イベントを行っている。
　学生相談・支援センターは、この関大防災Dayと連携し、災害時（避難
時）に支援を要する学生のリストを作成し関係部署と情報共有しているほ
か、障がいのある学生から避難訓練実施後のヒアリングを行っている。特
に避難訓練実施後のヒアリングでは、障がいのある学生から様々な指摘を
いただいているところである。
関大防災Day　障がいのある学生からの意見
【聴覚障がい学生】
「授業中は問題ないが、部室で一人居る時など、音声の案内だけで
は何が起こっているのかわからない。音声とともにランプが光るな
どの対応も必要」
「一次避難場所で安否確認をしているが、何を言われているのかわ
からない。訓練の時は友達がいたので、教えてもらった」
【肢体不自由学生】
「普段はヘルパーさんといるけど、災害がおきたらヘルパー1人では
むり。常時自分のことを知ってくれている人と一緒に居るわけでは
ないので、不安」
「（避難場所では）季節によって違うし、避難する際に車イスで避難
したかどうか、車イスの有無によっても違う。いずれにしても長時
間座ることが出来ないので、横になるスペースが必要である」
【視覚障がい学生】
「授業中に災害が発生すれば、授業担当教員がどこそこへ逃げなさ
いと指示してくれるだろうが、授業時以外に災害にあった場合、ど
こに逃げていいのか分からないため、身動きが取れない」
「実際に災害が起こった時、時間が経過した後のケアが心配である。
避難当初は知り合いの学生にサポートしてもらえるかもしれないが、
時間が経過するに伴って、知り合いの学生にとっても私の存在が重
荷になるのではないか」
 2016/11/18開催　公開講座資料から抜粋
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　こうした障がいのある学生の声を大学が吸い上げることで、必要な備え
が充実することにつながる。実際に、災害時に車いすを使用する学生など
が安全に避難できるようにと「非常用階段避難車」が設置された。しかし
現状では、関大防災Dayのイベントを実施することにエネルギーが注がれ
ており、まだまだヒアリングの内容が避難訓練等に十分に反映されている
とは言い難い。今後はヒアリングの内容を防災Dayの企画に盛り込むなど、
障がいのある学生の声を反映させていく取り組みが必要である。
　さらには多様な学生や教職員が構成員である大学においては、その多様
な存在を意識し、想定した訓練が必要である。あるいは障がいのある学生
が企画に参画することも考えられていくべきである。
3.2　平常時の経験が災害時に生かされる
　内閣府は、①発災前から要介護状態や障害等の理由により、発災時の避
難行動に支援が必要な者、②避難途中に障害等を負い、避難支援が必要と
なった者、③避難後に避難所等での生活に支援が必要となった者の 3者を
「災害時要援護者」とし、そのうち①に該当する者の避難行動が困難な理由
を、ア．災害に関する警報や避難勧告等の必要な情報を取得することの困
難、イ．災害に関する警報や避難勧告等の必要な情報を理解することの困
難、ウ．災害が発生、または発生の恐れがある時に、避難が必要かどうか
判断することの困難、エ．実際に避難するための移動等の困難、の 4つに
整理し、これらのうちいずれかの項目又は複数の項目に該当するものを「避
難行動要支援者」としている（内閣府 2013：16－17）。
　ここで規定されている避難行動要支援者を本学の在籍学生に当てはめて
みると、聴覚障がい学生や視覚障がい学生、肢体不自由学生などが該当す
ると考えられる。
　一方で、災害が発生した際にこういった学生の避難行動を支援するため
には、普段の関わりがないとどのような行動を取ればいいのかわからない
ということは、容易に想像できる。つまり、日常的に障がいのある学生と
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関わったことのない者が、災害発生時に適切な避難行動を支援することは
困難だということである。
　その意味でも普段から、「障がいのある学生がともに学んでいる」ことが
重要だといえる。ただし、同じ教室で授業を受けている、というレベルで
は適切な支援ができるとは考えにくい。たとえば学生支援スタッフとして
修学上の支援を行う中で、障がいのある学生個々の能力や社会的障壁を理
解し、その障がい及び障がい者に慣れているという状態が望ましい。日常
的な関わりから個々の障がい特性を知っておくことで、災害発生時にどの
ような困難が生じるかをイメージすることができる。そして普段からどの
ような支援が必要か理解していることで、適切な支援行動をとることがで
きるのではないだろうか。
　以上のことから、障がい学生支援の活動に従事することが、災害時にお
いては避難行動要支援者に対する適切な避難行動を支援することができる
ことにつながる。そしてそれは障がいのある学生の安心した学生生活にも
つながるものと考える。
4　障がい学生支援が大学コミュニティの共生文化を創造する
　合理的配慮の提供に際し、学生が支援者として支援活動に従事すること
は、障がいのある学生をエンパワメントし、関わる者の気づきや学びの機
会となっているという点から意義があるということを確認してきた。また
そうした取り組みが、災害発生時の避難行動における適切な支援につなが
り、障がいのある学生の安心な学生生活に寄与するとも考えられる。
　つまり、障がい学生支援を通して、障がいのある学生は学生支援スタッ
フに対し、自らにとってよりよい支援を依頼するために、自分自身の障が
いについて言語化できるようになり、より個別具体に「してほしいこと」
「自分でできること」を説明する力を身につけていく。また支援活動に従事
する学生支援スタッフは、共に学ぶ個性を持った存在として障がいのある
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学生とかかわり、その活動を通じて障がいのある学生にとっての修学上の
障壁を知り、支援に必要なスキルを体験的に身につける。そのことが、障
がいのある学生にとっての社会的障壁は何かということを考え、どのよう
な支援や環境整備が必要なのかを具体的に想起するようになるとともに、
必要な行動力を身につけていくと考えるのである。
　これらは、障がい学生支援を通した福祉教育的機能といえるだろう。
　全国社会福祉協議会は2013年に「社会的包摂にむけた福祉教育～共感を
軸にした地域福祉の創造～」という報告書をだした。そこでは福祉教育を
「平和と人権を基盤にした市民社会の担い手として、社会福祉について協同
で学びあい、地域における共生の文化を創造する総合的な活動である」と
した上で、福祉教育においては「対象理解ではなく、具体的な個人への関
心を促す」ことを求めている。そして、「対話を通して関係性を育みなが
ら、お互いを理解」することから「『共感』を育み、当事者性を育む」こと
をめざすとしている。さらに障がいのある者にとっては、他の人と関わる
ことが意欲につながり、当事者自身がエンパワメントされることをめざす
という（全国社会福祉協議会 2013）。
　この報告書は地域社会を対象に書かれているが、大学コミュニティの共
生文化を創造することにも十分通じる内容であると考える。ただし、地域
コミュニティに比べると大学コミュニティは構成員の年齢等に偏りがあり、
障がいのある学生についても網羅的に存在するわけではないことは考慮す
べき点である。
　なお、当事者性について原田は、「当事者ではない市民に共鳴者、代弁者
としての『当事者性』を育むことで福祉コミュニティが形成される」とし、
「福祉教育の大きな目的のひとつ」であると述べている（原田 2014b：76）。
　この点についていうならば、学生支援スタッフが「障がいのある学生に
とっての学内における困難」に思いを及ぼしたり、「障がいのある学生が学
ぶことのできる環境づくり」を考えたりすることは、いくらかでもその学
生に「当事者性」が芽生え、育まれていると理解できるだろう。
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　さらに原田は、ICFの視点を取り入れたプログラムの必要性を説く。そ
こでは、福祉教育のプログラムにおいて障がい当事者に参加してもらい「ど
んな地域社会であったら、その人の生活のしづらさを軽減していくことが
できるかを、一緒に考え」たり「当事者の人たちと一緒にスポーツやレク
リエーションをしたり、食事や作業をしたり、生活の様子を聞いたり、語
りあうということを大事に」することが大切だという。また「地域のこと、
社会のことに目を向けていくような促し方も福祉教育では必要」だと述べ
たうえで、「『これからに向けて』という視点や、社会の問題に気づいたり、
解決に向けての提案や提言といった内容」に着目する5）。そして「当初は
無関心・批判的な近隣の人たちが、当事者との関係を紡ぎ、その人の想い
に耳を傾け、共感をもとに共鳴し、同じ地域住民としての視点から代弁し
ていく力をつけていく過程は、地域を基盤とした福祉教育できわめて大事
な展開である」と述べている（原田 2014a：213－217）。
　学生支援スタッフが障がいのある学生の大学生活に寄り添うことで、大
学の環境づくりに対しても考えが及ぶようになっている現状は、障がい学
生支援の活動を通じて関係を紡ぎ、障がいのある学生の想いに耳を傾け、
共感をもとに共鳴し、同じ学生として代弁するようになっていくという、
まさに福祉教育的活動であるといえる。福祉教育が地域における共生の文
化を創造する活動であるならば、学生支援スタッフが行う障がい学生支援
の活動は、大学における共生の文化を創造する営みであるといえるだろう。
おわりに
　2013年に開設された学生相談・支援センターは、まもなく 5年を迎える。
関西大学における障がい学生支援はまだ始まったばかりであるが、学生支
援スタッフが合理的配慮の一部を担う障がい学生支援のあり方は、一定の
評価ができる活動だといえるだろう。
　本稿では、障がい学生支援の取り組み概要を紹介しながら、そのことが
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そこに関わるものにとってどのような変化をもたらせ、また大学にとって
どのような影響を与えるのかについて考えてきた。その結果、障がい学生
支援の取り組みは、それを利用する障がいのある学生にとって、あるいは
学生支援スタッフとして活動する学生たちにとって、さまざまな気づきや
学びの機会であり、障がいのある学生をエンパワメントし、学生支援スタ
ッフは大学における社会的障壁などの学習環境に思いが至るようになるな
ど、福祉教育的機能をもった活動であると理解できた。またそれが、関西
大学における共生文化の創造にも一定の役割を果たしているともいえそう
である。
　以上のような評価はありつつも、まだまだ実践上の課題も山積している。
最後に何点か課題をあげておきたい。
　一つ目が、大学における提供義務としての合理的配慮と学生支援スタッ
フの活動の関係についてである。本来合理的配慮は、障がい者の求めに応
じて提供されなければならないものであり、その内容や質は厳しく問われ
るものである。一方で学生支援スタッフの活動では、提供する質にばらつ
きが生じやすい。特に本稿で取り上げたような学びを多くの学生に得て欲
しいと願う余り、関わる学生支援スタッフの数を多くすればするほど、ば
らつきは大きくなりやすい。つまり、義務としての合理的配慮の提供と学
生支援スタッフの学びをいかに両立させるのか、という課題である。合理
的配慮の質を確保しつつ、学生相互の学びをいかに保障していくか、とも
言い換えることができるだろう。
　二つ目に、気づきや学びをいかに広げていくか、という点がある。学生
相談・支援センター発足以来、学生支援スタッフの登録人数は毎年60～100
人程度である。学生数を約30,000人とすると、わずか0.3％にすぎない。
しかも例年、実際に活動に従事するのはそのうち約 3 分の 2 程度である。
まずは、いかに障がい学生支援に関わる学生を増やすか、という課題であ
る。また、障がい学生支援の活動に従事した学生支援スタッフが、すべて
本稿で紹介したような感想や思いを持つわけではない。その点については、
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障がい学生支援の活動が大学にとって、あるいは従事する学生自身にとっ
てどのような意味があるのかを確認する機会が必要であろう。さらに、障
がい学生支援に関わるものが得た気づきや学びを、大学全体の気づきや学
びにしていく働きかけも必要である。本学では、学生支援スタッフ対象の
ランチミーティングや振り返り会、障がい学生支援に関わるものが一堂に
会する学期末懇談会などを開催しているが、その企画のあり方やプログラ
ムについて、まだまだ改善の余地があり、実践上の課題であると考える。
　そして三つ目が学生相談・支援センターやコーディネーターの役割につ
いてである。もう少しいうならば、障がい学生支援におけるコーディネー
ターが拠り所とする知識や技術を含めた専門性は何かということである。
これまで述べてきたような気づきや学び、障がいのある学生のエンパワメ
ントは、障がい学生支援を進めていけば自然と身につくものではないだろ
う。そこには事前の研修や障がいのある学生と学生支援スタッフとの最初
の出会い、日々のモニタリングや振り返り、評価といったサイクルを通じ、
専門的な関わりによって導かれるものではないだろうか。それは場づくり
や雰囲気づくりといった、環境への働きかけも含むものである。この点に
ついては、実践上の課題であると同時に研究課題でもあると感じている。
　これらの課題について研究・検討を重ねつつ、さらに実践を積み重ねて
いきたい。
注
1 ） 学生相談・支援センターでは、教育推進委員会の決定に基づき、法律の条文その
他名称等を除き、「障がい」と表記している。本論文でもこれに従い、法律の条文や
引用以外は、「がい」をひらがなで表記する。
2） 本学では、障がい学生支援に従事する学生を「学生支援スタッフ」と呼ぶ。学生
支援スタッフには活動時間に対して給与が支給される。また学生支援スタッフには、
学期ごとに実施する全体研修と、活動に応じて必要なスキル研修の受講を義務付け
ている。
3） 村田らは、韓国における障害学生支援制度と寄宿舎における共同生活における障
害学生と非障害学生との関わりが、相互にどのような影響を与えるかについて調査
関西大学における障がい学生支援の取り組み
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している。
4） 本調査では、「学校に支援の申し出があり、それに対して学校が何らかの支援を行
っている（または行う予定である）学生」を、支援障がい学生としている。
5） 原田は、福祉教育における、これからに向けてという視点や社会問題への気づき、
解決に向けての提案・提言を「創造的リフレクション」と呼んでいる。
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